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Ⅰ．問題と目的 

 

 2011 年、中央教育審議会初等中等教育分科会教育課程部会（以下、「中教審」とする。）に

おいて、「児童生徒の学習評価の在り方について（報告）」（以下、「報告」とする。）が取りま

とめられた。これは、学習評価の在り方の改善のために必要な事項について報告されたもの

である。その中で「我が国の教育課程にあった評価規準や評価方法、学習評価を研究してい

くことは極めて重要である」とし、学習評価の重要性及び評価規準・評価方法の研究開発の

推進を行うことを示した。 

学習評価とは、学校における教育活動に関し、子どもたちの学習状況を評価するものであ

る（中教審，2011）。すなわち、教育的対応のアウトカムとして学習評価が行われるという

ことである。特別支援学校における学習評価（教育的対応のアウトカム）の基本的な考え方

については、「児童生徒の障害の状態等を十分理解し、児童一人一人の学習状況を一層丁寧に

把握する工夫が求められている。特に自立活動の指導や重複障害のある児童生徒に対する指

導、知的障害のある児童生徒に対する指導は、児童生徒一人一人の障害の状態等に応じて個

別に設定した指導目標や指導内容に基づいて行われており、その学習状況について評価を行

うことになる」と示されている。 

しかし、「報告」の中で、小・中学校及び高等学校における学習評価の現状と課題の調査結

果については報告されていたものの、特別支援学校についての調査報告はされていなかった。

さらに、「報告」の中で「特別支援学校の学習評価については、平成 14 年 3 月に国立特殊教

育総合研究所（現・独立行政法人国立特別支援教育総合研究所）から事例集が示されている」
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Services と述べられているように、平成 15（2003）年以降は、学習評価（教育的対応のアウトカム）

に関する調査・研究が進んでいないことが示唆された。 

教育分野においてのアウトカムの多くは学力測定を用いてきたが、特別支援学校において

学力をアウトカム指標として用いるのは困難な点が多く、自立活動の目標達成等をアウトカ

ム指標としてきた。しかし、野崎・川住（2012）が特別支援教育教員に行った教育的対応に

関する調査によると、「学習評価」「実践評価」のいずれについても、6 割以上の担当教員が

困難さを感じている傾向にあることが明らかとなった。その中の自由記述において、「評価に

ついても的確に把握できているのか、過大評価、過小評価になっていないか自信が持てず、

複数の教員と話し合っても不安は残る」という回答があった。評価の多くが教師の主観的評

価にとどまっており、障害児を対象として信頼性・妥当性の検証を行い標準化された尺度は

ほとんど見当たらない。 

病弱教育の現場においては、医療の進歩により、治癒率は向上したが、病弱児の心身両面

における負担が増加し、退院後に社会適応の困難が生じやすいといわれ（武田，2011）、生

命予後だけでなく、病弱児の QOL の向上が重要視されるようになってきている。また、そ

のような中で、入院・治療中の子どもの成長・発達にとって学校教育が大きな意義を持

つようになっている（小原・森・韓ら，2012）。そこで、医療分野におけるアウトカムと

して多く用いられる健康関連 QOL（以下、HRQOL とする）を病弱児への教育的対応のアウ

トカムとして用いることができるのではないかと考えた。 

HRQOL は、多要素性と主観性という 2 つの特徴を有する。前者は身体面・心理面・役割

機能面・社会面など多数の要素を含む構造を示しているものであり、後者は QOL が医師・

第三者の客観的評価ではなく、患者の主観的指標を用いた評価であることを示している（下

妻，2009）。従来の治癒率や生存率等を医療行為の成果（アウトカム）としてみるだけでな

く、HRQOL を医療評価のための患者立脚型アウトカムとして明確に位置付け、従来の客観

的な評価指標にはない画期的な特徴をもつ指標として重要視するようになった（池上・福原，

2001）。HRQOL 尺度の健康を多次元的に測定する尺度には、症状インデックス尺度、包括

的尺度、疾患特異的尺度に分類することができる。その中でも、HRQOL を測定する包括的

尺度は、患者の視点に立脚した健康度およびこれに伴う日常・社会生活機能の変化を、計量

心理学的手法によって量的に測定することを目的として作成された尺度である（池上・福原，

2001）。そこで、本研究では、包括的尺度の代表の 1 つである SF-36 を使用し研究を行うこ

ととする。 

HRQOL の領域には、自立活動の領域も含まれていることを鑑み、HRQOL の観点を取り

入れることで実質的・本質的な教育成果を捉えることができるか否かについて明らかにする

ための検討の必要性であろう。さらに、児童生徒にとっての教育成果を広範囲で総合的に評

価する包括的なアウトカムのツールとしてHRQOLを用いることが可能か否かについて検討

することも必要である。 

そこで、本研究では、沖縄県における病弱教育の授業実践報告の自立活動指導内容（教育

的対応）を整理することで病弱教育の教育的対応及びその評価を QOL 向上の観点からの課

題を提示することを第一の目的とする。さらに、授業実践報告を自立活動及び HRQOL の観

点から整理し、それぞれ照らし合わせて分析することにより、今後教育効果検証ツールを開

発する上で HRQOL の要素を用いることの可能性について探ることを第二の目的とする。 
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資料収集方法作成では、その原案に基づいて特別支援学校の教師 3 名と QOL 専門家 2

名に項目の文言を検討してもらい、内容的妥当性の検討および修正を行った。 

資料収集方法では、「病弱児」について明確に定義する必要性があることを指摘された

ため、「本研究における病弱児とは、病気等により、継続して医療や生活上の管理を必要

とする病弱特別支援学校に在籍している児童生徒を指す。」という定義を注釈に加えた。

また、個人情報の取り扱いについても、明記する必要性があると指摘があったため、資

料収集方法に加えた。 

 

1. 資料収集方法 

 

（1）対象 

・沖縄県の病弱教育実践に関する実践報告 

 

（2）抽出方法 

・期間：2007 年～2012 年の 5 年間（特別支援教育への移行後） 

・文献抽出の際に利用するデータベース： 

沖縄県総合教育センター研究集録、病弱特別支援学校の研究集録 

 

（3）資料選定基準 

・学齢期の子どもを対象としているもの（小学部～高等部） 

・病弱児 の指導に関連しているもの（病弱児に関連の深い内容であっても、指導に関するこ

とではないと判断されたものは除外） 

・病弱特別支援学校、病弱特別支援学級、院内学級での指導を想定しているもの 

・自立活動の指導に関するもの（ただし、教科指導であっても指導目標が自立活動に関連す

るものは対象とする）  

 

（4）個人情報の取り扱いについて 

本研究の調査項目については、プライバシーの侵害がないよう配慮して項目を選定する。

また、個人の特定がなされないようすべて匿名としてデータ管理を行う。収集したデータは

琉球大学のみで使用し、外部へ情報が漏れないよう厳重に管理を行う。 

 

2. 分析方法 

 

（1）用語の定義 

全資料の中から、資料選定基準を満たし抽出された資料を「分析対象資料」とする。分析

対象資料に記載されている教育実践は、複数の事例があるため、これらを「分析対象事例」

とする。さらに、分析対象事例には複数の指導内容があるため、これらを「分析対象指導内

容」とする。 
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 教育成果検証ツールを開発する上で HRQOL の要素を用いる可能性を探るために、「分析

対象指導内容」に記載されている指導目標及び指導内容を自立活動 6 区分及び HRQOL

（SF-36）8 領域に分類した上で、それぞれ照らし合わせて分析する（図 1）。 

自立活動 6 区分に分類方法は、内容分析の手法を参考に、教育実践に記載されている指導目

標及び指導内容の記述内容をそれぞれ自立活動 6 区分の下位項目 26 項目に照らし合わせて

分類する（図 2）。HRQOL（SF-36）に分類方法は、内容分析の手法を参考に、教育実践に

記載されている指導目標及び指導内容の記述内容をそれぞれ SF-36の質問項目に対応させて

分類する（図 3）。 

 

 

<図 1> 指導内容の分析方法 
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<図 2> 自立活動の分類方法 

 

 

 

 

自立活動 6 区分 

1 健康の保持 

2 心理的な安定 

3 人間関係の形成 

6 コミュニケーシ

ョン 

5 身体の動き 

4 環境の把握 

 

 

 

 

 

 

 

 

指

導

目

標

及

び

指

導

内

容

の

記

述 

(1) 生活のリズムや生活習慣の形成に関すること。  

(2) 病気の状態の理解と生活管理に関すること。  

(3) 身体各部の状態の理解と養護に関すること。  

(4) 健康状態の維持・改善に関すること。 

(1) 情緒の安定に関すること。  

(2) 状況の理解と変化への対応に関すること。  

(3) 障害による学習上又は生活上の困難を改善・克服す

る意欲に関すること。 

(1) 他者とのかかわりの基礎に関すること。  

(2) 他者の意図や感情の理解に関すること。  

(3) 自己の理解と行動の調整に関すること。  

(4) 集団への参加の基礎に関すること。 

(1) 保有する感覚の活用に関すること。  

(2) 感覚や認知の特性への対応に関すること。  

(3) 感覚の補助及び代行手段の活用に関すること。  

(4) 感覚を総合的に活用した周囲の状況の把握に関す

ること。  

(5) 認知や行動の手掛かりとなる概念の形成に関する

こと。 

(1) 姿勢と運動・動作の基本的技能に関すること。  

(2) 姿勢保持と運動・動作の補助的手段の活用に関する

こと。  

(3) 日常生活に必要な基本動作に関すること。  

(4) 身体の移動能力に関すること。  

(5) 作業に必要な動作と円滑な遂行に関すること。の困

難を改善・克服する意欲に関すること。 

(1) コミュニケーションの基礎的能力に関すること。  

(2) 言語の受容と表出に関すること。  

(3) 言語の形成と活用に関すること。  

(4) コミュニケーション手段の選択と活用に関するこ

と。  

(5) 状況に応じたコミュニケーションに関することの

困難を改善・克服する意欲に関すること。 

自立活動 下位項目 26 項目 
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<図 3> HRQOL（SF-36）の分類方法 

 

 

SF-36 8 領域 

1 身体機能 

2 心の健康 

3 日常役割機能 

（身体） 

8 社会生活機能 

7 活力 

4 日常役割機能 

（精神） 
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指
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記
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(1) 激しい活動をする 

(2) 適度の活動をする  

(3) 少し重いものを持ち上げる，運ぶ 

(4) 階段を数回上までのぼる 

(5) 階段を 1階上までのぼる 

(6) ひざまずく，かがむ 

(7) 1キロメートル以上歩く 

(8) 数百メートルくらい歩く 

(9) 百メートルくらい歩く 

(10) 自分で入浴・着替えをする 

(1) かなり神経質であった  

(2) どうにもならないくらい，気分が落ち込んでいた 

(3) 落ち着いていておだやかな気分だった 

(4) 落ち込んで，ゆううつなきぶんだった 

(5) 楽しい気分だった 

(1) 仕事・ふだんの活動時間を減らした  

(2) 仕事・ふだんの活動ができなかった  

(3) 仕事・ふだんの活動の内容によってはできないもの

があった 

(4) 仕事やふだんの活動をすることが難しかった 

(1) 仕事・ふだんの活動時間を減らした  

(2) 仕事・ふだんの活動が思ったほどできなかった 

(3) 仕事・ふだんの活動が集中してできなかった  

(1) 現在の健康状態の評価  

(2) 病気になりやすい 

(3) 人並みに健康である 

(4) 私の健康は悪くなるような気がする 

(5) 私の健康状態は非常に良い 

SF-36 質問項目の内容 

(1) 元気いっぱいだった  

(2) 活力にあふれていた 

(3) 疲れはてていた 

(4) 疲れを感じた 

(1) 体の痛みの程度  

(2) 痛みによっていつもの仕事がさまたげられた 
5 体の痛み 

(1) 家族・友人などとのつきあいが身体的あるいは心理

的な理由でさまたげられた  

(2) 人とのつきあいをする時間が身体的あるいは心理的

な理由でさまたげられた 

6 全体的健康感 
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病弱特別支援学校における教育的対応ついての現状を把握するために、沖縄県立総合教育

センター研究集録、沖縄県内の病弱特別支援学校研究集録全 173 件の中から資料選定を行っ

た。その結果、分析対象資料が 55 件、分析対象事例が 65 件、分析対象指導内容が 103 件で

あった。ここでは、自立活動と HRQOL の関係性をみるために、指導内容について分析した。 

 

１．指導内容の分類結果 

 

分析対象指導内容 103件の指導目標及び指

導内容を自立活動 6 区分に分類した（図 4）。

1 つの指導内容には、複数の領域が該当する

ものもあった。分析の結果、健康の保持が 23

件（15％）、心理的な安定が 42 件（26％）、

人間関係の形成が 24 件（15％）、環境の把握

が 15 件（9％）、身体の動きが 27 件（17％）、

コミュニケーションが 29 件（18％）と、心

理的な安定を目標とした教育的対応が最も多

く行われていることが明らかとなった。最も

少なかったものは、環境の把握であった。 

HRQOL（SF-36）の 8 領域に分類した。1

つの指導内容には、複数の領域が該当するも

のもあった（図 5）。分析の結果、身体機能が

22 件（16％）、心の健康が 37 件（26％）、日

常役割機能（身体）が 21 件（15％）、日常役

割機能（精神）が 11 件（8％）、体の痛み 0

件（0％）、全体的健康感 10 件（7 件）、活力

12 件（9％）、社会生活機能 26 件（19％）と

なった。病弱教育における教育的対応を

HRQOL に分類すると、心の健康に関する教

育的対応が最も多く、体の痛みに関する内容

は全くなかった。このことからも、教育実践

現場においては「体の痛み」について評価する教育的対応が行われていないことが明らかと

なった。 

 

２．自立活動と HRQOL の関係性に関する分析 

 

「分析対象指導内容」に記載されている指導目標及び指導内容を自立活動 6 区分及び

HRQOL（SF-36）8 領域に分類した上で、それぞれ照らし合わせて分析した結果、以下のよ

うになった。 

 

<図 5> HRQOL（SF-36）8 領域への分類結果 

<図 4> 自立活動 6 区分への分類結果 
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<図 6> 健康の保持と HRQOL 領域の関係性 

（1）健康の保持と HRQOL 

 自立活動の領域「健康の保持」に

関する教育実践は、HRQOL（SF-36）

の 8 領域に対応させた結果、「身体機

能」、「日常役割機能（身体）」、「日常

役割機能（精神）」、「全体の健康感」

と、4 つの領域に該当した（図 6）。 

「身体機能」に対応する指導は、体

を動かす指導内容や体温調節等の身

体に関係する指導内容であった。ま

た、「日常役割機能（身体）」や「日

常役割機能（精神）」に対応する指導

は、主に生活リズムや生活習慣の形

成に関する指導内容であった。「全体

的健康感」に関する指導は、自己の病気の理解に関する指導内容や、健康状態の維持・改善

などに必要な生活様式の理解に関する指導内容等であった。 

 

（2）心理的な安定と HRQOL 

自立活動の領域「心理的な安定」に

関する教育実践は、HRQOL（SF-36）

の 8 領域に対応させた結果、「心の健

康」、「日常役割機能（身体）」、「日常

役割機能（精神）」、「活力」、「社会生

活機能」と、5 つの領域に該当し、

HRQOL（SF-36）のどの領域にも該

当しない指導内容が 2 件であった（図

7）。 

「心の健康」に対応する指導内容は

最も多く、主にストレス緩和やリラク

ゼーション等、情緒の安定に関する指

導内容であった。「日常役割機能（身 

体）」に対応する指導内容は、体験を取り入れることで心理的な安定を図る等の身体的活動取

り入れた指導内容であった。「日常役割機能（精神）」や「活力」に対応する指導内容は、自

信を持たせることを目標とした授業内容や意欲を高めさせることを目標とした指導内容であ

った。「社会生活機能」に対応する指導内容は、「様々な場面での問題解決方法を理解し、実

践する力が育まれる」等の人との関わりを通じて学習や生活上の困難を克服する意欲を育む

指導内容であった。 

 

（3）人間関係の形成と HRQOL 

自立活動の領域「人間関係の形成」に関する教育実践は、HRQOL（SF-36）の 8 領域に対

応させた結果、「活力」、「社会生活機能」の 2 つの領域に該当した（図 8）。 

<図 7> 心理的な安定と HRQOL 領域の関係性 
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「社会生活機能」に対応する指導内

容は児童生徒同士の交流を深めるこ

とを目的とした指導や、自分の意見を

伝えることができるようになること

を目的した指導等、人間関係に必要な

知識やスキルを身につけるため指導

内容であった。「活力」に対応する指

導内容は、自発的な反応を引き出すこ

とで意思疎通を図ることを目的とし

た指導や他者と積極的に関わろうと

する態度を養うことを目的とした指

導等、児童生徒自ら積極的に他者と関

わることを目的とした指導内容であ

った。 

 

（4）環境の把握と HRQOL 

自立活動の領域「環境の把握」に関

する教育実践は、HRQOL（SF-36）の

8 領域に対応させた結果、「社会生活機

能」の 1領域に該当し、HRQOL（SF-36）

のどの領域にも該当しない指導内容が

8 件であった（図 9）。ただし、「環境の

把握」に加え、「心理的な安定」や「身

体の動き」といった複数の自立活動領

域と組み合わせて指導を行っている指

導内容であり、且つそれらの指導内容

が「環境の把握」ではなく、「心理的安

定」や「身体の動き」等の組み合わさ

れた領域によって HRQOL の各領域と 

対応したものについては点線で示す。複数領域が組み合わせた指導が行われているものに関

しては、自立活動領域「身体の動き」と組み合わせて行われた指導が 2 件であり、それらは

HRQOL（SF-36）領域「身体機能」や「日常役割機能（身体）」に該当した。「心理的な安定」

と組み合わせて行われた指導が 2 件あったが、そのうち 1 件は HRQOL（SF-36）領域「社

会生活機能」に分類され、1 件は HRQOL（SF-36）領域「心の健康」に該当した。 

「社会生活機能」に対応する指導内容は 1 件のみであり、「位置を把握しながら、他者にも

分かりやすい地図になるよう工夫する」と児童生徒が置かれている環境の認知をすると同時

に、他者を意識した活動を行う指導内容であった。「環境の把握」は、HRQOL 領域に該当し

ないものが最も多く 8 件であり、その内容は、「体全身で環境の変化を感じ、違う環境を受け

入れ、生活体験を広げる」指導や、「いろいろな感触や材質の素材に触れ、経験を広げること

で、少しでも自発的な動きを引き出すことができる」ことを目的とした感覚や認知に関する

指導であり、指導目標や指導内容としては、漠然とした指導内容な記述が多かった。 

<図 8> 人間関係の形成と HRQOL 領域の関係性 

<図 9> 環境の把握と HRQOL 領域の関係性 
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Services 「環境の把握」は、主に感覚に関する指導内容や、認知に関する指導内容であり、概念自体

が曖昧である。「環境の把握」という領域が曖昧な概念であるため、HRQOL（SF-36）の領

域には対応させることが難しかったのであろう。 

 

（5）身体の動きと HRQOL 

自立活動の領域「身体の動き」に関

する教育実践は、HRQOL（SF-36）の

8 領域に対応させた結果、「身体機能」、

「日常役割機能（身体）」、「全体の健康

感」の 3 領域に該当した（図 10）。 

「身体機能」や「日常役割機能（身

体）」に対応する指導は、手の可動域を

広げるための活動や筋力維持をするた

めの活動、変形・拘縮の予防を目的と

した活動等、身体機能の維持・向上を

はかる指導内容であった。また、「全体

的健康感」に対応する指導は、身体機

能の維持・向上をはかる指導を行った

上で、 

病気の進行をできるだけ遅らせることを目的とした指導をする等、児童生徒の健康を全体的

に配慮した指導内容であった。 

 

（6）コミュニケーションと HRQOL 

自立活動の領域「コミュニケーシ

ョン」に関する教育実践は、HRQOL

（SF-36）の 8 領域に対応させた結果、

「社会生活機能」の 1領域に該当し、

HRQOL（SF-36）のどの領域にも該

当しない指導内容が 8件であった（図

11）。ただし、「コミュニケーション」

と「身体の動き」といった自立活動

領域と組み合わせて指導を行ってい

る指導内容であり、且つそれらの指

導内容が「身体の動き」によって

HRQOL の各領域と対応したものに

ついては点線で示す。自立活動領域

「身体の動き」と組み合 

わせて行われた指導 HRQOL（SF-36）領域「身体機能」や「日常役割機能（身体）」に該当

した。 

「社会生活機能」に対応する指導内容が最も多く、「対人関係を円滑に運ぶための知識やス

キルを身に付ける」ことを目標とした指導や、「自分の感じたことをわかりやすく相手につた

<図 10> 身体の動きと HRQOL 領域の関係性 

<図 11> コミュニケーションと HRQOL 領域の関係性 
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えることができる」ことを目標とした指導等、コミュニケーション能力の向上を図る指導内

容であった。しかし、指導内容の中には「コミュニケーション能力の獲得を促す」、「他者と

のコミュニケーションを高める」等の漠然な目標を立てた指導もあり、コミュニケーション

能力について具体的に示す必要があることが明らかとなった。HRQOL 領域に該当しなかっ

たものは 8 件あり、その内容は、「文字や絵カードを使って文字の定着や語彙数を増やす」指

導や、「身近な生活の中で文字に触れる機会を増やし、文字指導に関する取り組みを行う」指

導等であり、言語の受容や表出に関する指導であった。 

これらのことから、「コミュニケーション」という領域が HRQOL（SF-36）の領域に対応

させる際には、具体的な「コミュニケーション」の内容を示すことが重要であることが明ら

かとなった。また、HRQOL には言語に関する内容が含まれていないことから、今後、教育

的対応の効果検証ツール作成にあたっては言語に関する領域が必要であろう。 

 

Ⅳ．考察 

 

自立活動 6 区分と HRQOL（SF-36）8 領域の関係性を分析した結果、HRQOL の「体の

痛み」以外の 7 領域はそれぞれ対応しており、自立活動と HRQOL は関係性があることが明

らかになった。このことからも、病弱教育における教育成果検証ツールを開発するにあたっ

て、HRQOL を取り入れた教育成果検証ツール開発の可能性があることが示唆された。 

本研究で分析した病弱教育における自立活動の教育実践においてはHRQOL領域「体の痛み」

に該当する指導内容がなかった。しかし、体の痛みは教育活動を含めた生活機能全般の低下

をもたらす大きな要因となっている。病弱児は、病気や治療において痛み伴うことが多く、

体の痛みを配慮した指導を行うことは重要な課題である。従って、自立活動の教育実践にお

いて HRQOL 領域「体の痛み」に該当する実践はなかったものの、教育成果検証ツール開発

をする上で HRQOL 領域「体の痛み」は欠かせないものである。 

また、自立活動領域「環境の把握」に関しては概念自体が曖昧なものであるため、HRQOL

の領域に対応させることが難しかったのであろう。「環境の把握」という領域は、自立活動領

域「身体の動き」と組み合わせて行われた場合、HRQOL 領域「身体機能」や「日常役割機

能（身体）」に該当し、「心理的な安定」と組み合わせて行われた指導の場合、HRQOL 領域

「社会生活機能」や「心の健康」に該当した。従って、「環境の把握」を評価する際には、以

上のようなHRQOL領域を用いて評価を行うことでより明確に教育成果を図ることができる

のではないだろうか。「環境の把握」という領域は、感覚や認知に関する指導を行うことから、

客観的な評価を行うことが難しい。教育成果検証ツールを開発する際に感覚や認知に関する

評価方法をどのようにするかが今後の課題である。 

さらに、自立活動領域「コミュニケーション」においては、HRQOL の領域に該当しない

ものとして「文字や絵カードを使って文字の定着や語彙数を増やす」指導や、「身近な生活の

中で文字に触れる機会を増やし、文字指導に関する取り組みを行う」指導等、言語の受容や

表出に関する指導があった。言語は、教育を行う上で重要な役割を担っている。特に新学習

指導要領では、指導計画の作成等にあたって配慮すべき事項について「各教科等の指導に当

たっては、生徒の思考力、判断力、表現力等をはぐくむ観点から、基礎的・基本的な知識及

び技能の活用を図る学習活動を重視するとともに，言語に対する関心や理解を深め、言語に

関する能力の育成を図る上で必要な言語環境を整え、生徒の言語活動を充実すること。」と言
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Services 語活動の重要性を示している。本研究で分析をした HRQOL（SF-36）の 8 領域には言語に

関する領域が含まれていないことから、今後、教育的対応の効果検証ツール開発するにあた

っては言語に関する領域を追加することが必要である。 
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ABSTRACT 

 

This study aimed to explore the possibility of the use of HRQOL to evaluate the 

outcome of education for the students with health impairments by analyzing the contents 

of class(educational response) on independent activities based on the Report on the 

Education for the Children with health impairments in the Special Support Education in 

Okinawa prefecture in Japan. In results of analyzing the educational response on 

independent activities based on the report by using HRQOL, the most of the outcome 

evaluations of educational response have not been carried out with objective indicators; 

in results of analyzing the correlations between six scopes among those of the class of 

independent activities and eight scopes of HRQOL(SF-36), it was found that the seven 

scopes of HRQOL except the scope of bodily pain among the eight scopes were correlated 

with the scopes of the class of independent activities. Based on these results, the 

conclusions have been drawn that the objective indicator to evaluate educational outcome 

from the education for the children with health impairments needs to be developed and 

the perspectives and components of HRQOL need to be utilized to develop the evaluation 

scale as an objective indicator. 
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